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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成25年度
第３四半期連結
累計期間

平成26年度
第３四半期連結
累計期間

平成25年度

 

(自 平成25年
４月１日

至 平成25年
12月31日)

(自 平成26年
４月１日

至 平成26年
12月31日)

(自 平成25年
４月１日

至 平成26年
３月31日)

経常収益 百万円 107,589 94,757 143,784

　うち信託報酬 百万円 77 91 109

経常利益 百万円 29,717 34,081 39,395

四半期純利益 百万円 18,548 22,342 ―

当期純利益 百万円 ― ― 22,882

四半期包括利益 百万円 24,951 46,207 ─

包括利益 百万円 ─ ─ 24,406

純資産額 百万円 387,150 397,277 358,507

総資産額 百万円 7,297,123 7,683,428 7,205,576

１株当たり四半期純利益金額 円 29.90 35.95 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 36.88

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 29.86 35.90 ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 36.82

自己資本比率 ％ 4.8 5.1 4.9

信託財産額 百万円 35,035 36,472 31,120
 

 

 
平成25年度
第３四半期連結
会計期間

平成26年度
第３四半期連結
会計期間

 

(自 平成25年
10月１日

至 平成25年
12月31日)

(自 平成26年
10月１日

至 平成26年
12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 12.89 15.28
 

　
(注) １. 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２. 第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３. 自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末少数株主

持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

４. 信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しており

ます。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は提出会社１社です。
　
２ 【事業の内容】
当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。

　なお、連結子会社であったHiroshima Finance (Cayman) Limited及びHiroshima Preferred Capital Cayman

Limitedは、それぞれ平成26年６月30日及び平成26年９月22日に清算結了しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】
当第３四半期連結累計期間において、「事業等のリスク」について重要な変更はありません。　

 

２ 【経営上の重要な契約等】
該当ありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
(1) 業績の状況

連結財政状態につきましては、貸出金は、中小企業向け貸出への積極的な取り組みに加え、全営業店への「ロー

ンの窓口」の設置等、個人ローンの営業体制を強化した結果、前連結会計年度末比2,753億円増加の５兆799億円と

なり、初めて５兆円の大台を突破しました。預金等（譲渡性預金含む）は、地域に密着した地道な営業活動に努め

た結果、法人預金・個人預金ともに大きく増加し、前連結会計年度末比3,377億円増加の６兆6,892億円となりまし

た。有価証券は、前連結会計年度末比180億円減少し、１兆9,681億円となりました。

連結経営成績につきましては、経常収益は、国債等債券売却益の減少を主因にその他業務収益が減少したこと

や、貸倒引当金戻入益の減少を主因にその他経常収益が減少したこと等から、前年同期比128億32百万円減少し、

947億57百万円となりました。一方、経常費用は、国債等債券売却損の減少を主因にその他業務費用が減少したこと

や、貸出金償却の減少を主因にその他経常費用が減少したこと等から、前年同期比171億97百万円減少し、606億75

百万円となりました。この結果、経常利益は、前年同期比43億64百万円増益の340億81百万円、四半期純利益は、前

年同期比37億94百万円増益の223億42百万円となりました。
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国内・海外別収支

資金運用収支は、56,580百万円となりました。

役務取引等収支は、12,439百万円となりました。
 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 56,619 722 63 57,279

当第３四半期連結累計期間 56,628 0 47 56,580

　うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 64,023 722 786 63,960

当第３四半期連結累計期間 61,802 0 48 61,754

　うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 7,404 ─ 723 6,680

当第３四半期連結累計期間 5,174 ─ 0 5,174

信託報酬
前第３四半期連結累計期間 77 ─ ─ 77

当第３四半期連結累計期間 91 ─ ─ 91

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 12,924 0 572 12,352

当第３四半期連結累計期間 12,665 △0 225 12,439

　うち役務取引等
　収益

前第３四半期連結累計期間 19,767 0 652 19,116

当第３四半期連結累計期間 19,496 ─ 296 19,199

　うち役務取引等
　費用

前第３四半期連結累計期間 6,843 0 80 6,764

当第３四半期連結累計期間 6,831 0 71 6,760

特定取引収支
前第３四半期連結累計期間 239 ─ ─ 239

当第３四半期連結累計期間 331 ─ ─ 331

　うち特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 239 ─ ─ 239

当第３四半期連結累計期間 331 ─ ─ 331

　うち特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 △351 △0 ─ △351

当第３四半期連結累計期間 3,771 ─ ─ 3,771

　うちその他業務
　収益

前第３四半期連結累計期間 15,953 ─ ─ 15,953

当第３四半期連結累計期間 9,025 ─ ─ 9,025

　うちその他業務
　費用

前第３四半期連結累計期間 16,305 0 ─ 16,305

当第３四半期連結累計期間 5,254 ─ ─ 5,254
 

(注) １. 「国内」とは、当行及び国内に本店を有する(連結)子会社(以下、「国内(連結)子会社」という。)であり

ます。

２. 「海外」とは、海外に本店を有する(連結)子会社(以下、「海外(連結)子会社」という。)であります。

３. 「相殺消去額」とは、連結会社間に係る相殺消去額であります。
　

EDINET提出書類

株式会社広島銀行(E03585)

四半期報告書

 4/22



 

国内・海外別役務取引の状況

役務取引等収益は、19,199百万円となりました。

役務取引等費用は、6,760百万円となりました。
 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 19,767 0 652 19,116

当第３四半期連結累計期間 19,496 ─ 296 19,199

　うち預金・貸出
　業務

前第３四半期連結累計期間 3,243 ─ ─ 3,243

当第３四半期連結累計期間 3,175 ─ ─ 3,175

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 5,821 ─ ─ 5,821

当第３四半期連結累計期間 5,702 ─ ─ 5,702

　うち信託関連業務
前第３四半期連結累計期間 13 ─ ─ 13

当第３四半期連結累計期間 14 ─ ─ 14

　うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 107 ─ ─ 107

当第３四半期連結累計期間 149 ─ ─ 149

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 472 ─ ─ 472

当第３四半期連結累計期間 447 ─ ─ 447

　うち保護預り
　・貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 224 ─ ─ 224

当第３四半期連結累計期間 213 ─ ─ 213

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 283 ─ ─ 283

当第３四半期連結累計期間 325 ─ ─ 325

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 6,843 0 80 6,764

当第３四半期連結累計期間 6,831 0 71 6,760

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 2,058 ─ ─ 2,058

当第３四半期連結累計期間 2,017 ─ ─ 2,017
 

(注) １. 「国内」とは、当行及び国内(連結)子会社であります。
２. 「海外」とは、海外(連結)子会社であります。
３. 「相殺消去額」とは、連結会社間に係る相殺消去額であります。

　
国内・海外特定取引の状況

特定取引収益は、331百万円となりました。
 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 239 ─ ─ 239

当第３四半期連結累計期間 331 ─ ─ 331

　うち商品有価
　証券収益

前第３四半期連結累計期間 108 ─ ─ 108

当第３四半期連結累計期間 114 ─ ─ 114

　うち特定取引
　有価証券収益

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うち特定金融
　派生商品収益

前第３四半期連結累計期間 131 ─ ─ 131

当第３四半期連結累計期間 216 ─ ─ 216

　うちその他の
　特定取引収益

前第３四半期連結累計期間 ― ― ─ ─

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うち商品有価
　証券費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うち特定取引
　有価証券費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うち特定金融
　派生商品費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─

　うちその他の
　特定取引費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ─ ─ ─ ─
 

(注) １. 「国内」とは、当行及び国内(連結)子会社であります。
２. 「海外」とは、海外(連結)子会社であります。
３. 「相殺消去額」とは、連結会社間に係る相殺消去額であります。
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国内・海外別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)
 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 6,096,026 ─ 1,941 6,094,085

当第３四半期連結会計期間 6,411,022 ─ 2,004 6,409,017

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 3,538,881 ─ 1,836 3,537,045

当第３四半期連結会計期間 3,726,184 ─ 1,934 3,724,250

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 2,369,952 ─ 70 2,369,882

当第３四半期連結会計期間 2,480,830 ─ 70 2,480,760

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 187,192 ─ 35 187,157

当第３四半期連結会計期間 204,006 ─ ─ 204,006

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 290,940 ─ 170 290,770

当第３四半期連結会計期間 280,358 ─ 90 280,268

総合計
前第３四半期連結会計期間 6,386,967 ─ 2,111 6,384,855

当第３四半期連結会計期間 6,691,380 ─ 2,094 6,689,286
 

(注) １. 「国内」とは、当行及び国内(連結)子会社であります。

２. 「海外」とは、海外(連結)子会社であります。

３. 「相殺消去額」とは、連結会社間に係る相殺消去額であります。

４. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

５. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
　
国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(末残・構成比)
 

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)
国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

4,817,613 100.00 5,079,915 100.00

　製造業 789,718 16.39 778,902 15.33

　農業, 林業 3,344 0.07 4,371 0.09

　漁業 611 0.01 579 0.01

　鉱業, 採石業, 砂利採取業 325 0.01 508 0.01

　建設業 147,272 3.06 156,998 3.09

　電気・ガス・熱供給・水道業 88,474 1.83 106,914 2.10

　情報通信業 39,055 0.81 38,934 0.77

　運輸業, 郵便業 218,701 4.54 236,121 4.65

　卸売業, 小売業 499,447 10.37 523,079 10.30

  金融業, 保険業 291,337 6.05 320,742 6.31

　不動産業, 物品賃貸業 693,208 14.39 745,228 14.67

　各種サービス業 336,410 6.98 345,360 6.80

　地方公共団体 412,481 8.56 458,774 9.03

　その他 1,297,227 26.93 1,363,395 26.84

海外及び特別国際金融取引勘定分 ─ ─ ─ ─

　政府等 ─ ─ ─ ─

　金融機関 ─ ─ ─ ─

　その他 ─ ─ ─ ─

合計 4,817,613 ― 5,079,915 ―
 

(注) １. 「国内」とは、当行及び国内(連結)子会社であります。

２. 「海外」とは、海外(連結)子会社であります。
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「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は提出会社１社

です。

 

①信託財産の運用／受入状況（信託財産残高表）

資産

科目

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

信託受益権 30,432 97.79 35,088 96.20

有形固定資産 629 2.02 629 1.73

銀行勘定貸 58 0.19 35 0.10

現金預け金 ─ ─ 718 1.97

合計 31,120 100.00 36,472 100.00
 

 

負債

科目

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

金銭信託 30,406 97.71 35,752 98.03

包括信託 713 2.29 719 1.97

合計 31,120 100.00 36,472 100.00
 

　
②元本補塡契約のある信託の運用／受入状況（末残）

科目
前連結会計年度 当第３四半期連結会計期間

金銭信託
(百万円)

貸付信託
(百万円)

合計
(百万円)

金銭信託
(百万円)

貸付信託
(百万円)

合計
(百万円)

現金預け金 ─ ─ ─ 460 ─ 460

資産計 ─ ─ ─ 460 ─ 460

元本 ─ ─ ─ 460 ─ 460

負債計 ─ ─ ─ 460 ─ 460
 

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。
　
(3) 主要な設備の状況

当第３四半期連結累計期間において完成した新築、増改築等は次のとおりであります。

会社名 店舗名 所在地 設備の内容
敷地面積
(㎡)

建物延面積
(㎡)

完了年月

当行 岡山西支店 岡山市北区 店舗 1,186.00 501.23 平成26年５月

当行 五日市中央支店 広島市佐伯区 店舗 824.68 470.38 平成26年10月
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第３ 【提出会社の状況】

 
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000,000,000

計 2,000,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 625,266,342 同左
東京証券取引所
市場第一部

株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式。
単元株式数は1,000株。

計 625,266,342 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

─ 625,266 ─ 54,573 ─ 30,634
 

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期連結会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の内容が確認できないため、直前

の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
 普通株式  　1,720,000

―
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式（相互保有株式）

 普通株式        3,000
―

完全議決権株式(その他)  普通株式 　620,961,000 620,961 同上

単元未満株式  普通株式 　 2,582,342 ― 同上

発行済株式総数         　  625,266,342 ― ―

総株主の議決権 ― 620,961 ―
 

(注) １．上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、２千株含まれてお

ります。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が、２個含まれており

ます。

２．上記の「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式が、935株含まれております。

３．上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」所有の自己株式が、2,015千株

（議決権の数2,015個）含まれております。
　
② 【自己株式等】

    平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
 株式会社広島銀行

広島市中区紙屋町一丁目
３番８号

1,720,000
2,015,000
（注１）

3,735,000 0.59

（相互保有株式）
 ひろぎんウツミ屋証券
 株式会社

広島市中区立町２番30号
3,000

（注２）
─ 3,000 0.00

計 ― 1,723,000 2,015,000 3,738,000 0.59
 

(注) １．他人名義で所有している理由等

「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳ

ＯＰ信託口・75468口）が所有しております。

２．顧客の一般信用取引に係る本担保株式であります。
　
２ 【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、該当ありません。
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第４ 【経理の状況】

 
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分

類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成26年10

月１日　至平成26年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31

日）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けておりま

す。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 197,940 412,828

 コールローン及び買入手形 13,989 9,756

 買入金銭債権 4,702 5,176

 特定取引資産 12,589 20,225

 金銭の信託 156 155

 有価証券 ※２  1,986,123 ※２  1,968,150

 貸出金 ※１  4,804,602 ※１  5,079,915

 外国為替 8,059 6,956

 その他資産 29,889 32,880

 有形固定資産 85,297 84,798

 無形固定資産 8,103 8,558

 退職給付に係る資産 34,395 32,712

 繰延税金資産 6,654 76

 支払承諾見返 45,870 52,739

 貸倒引当金 △32,798 △31,502

 資産の部合計 7,205,576 7,683,428

負債の部   

 預金 6,185,611 6,409,017

 譲渡性預金 165,954 280,268

 コールマネー及び売渡手形 38,009 29,083

 売現先勘定 - 51,837

 債券貸借取引受入担保金 192,120 202,727

 特定取引負債 10,345 17,975

 借用金 99,724 162,513

 外国為替 900 314

 社債 50,000 20,000

 信託勘定借 58 35

 その他負債 40,984 35,075

 退職給付に係る負債 23 25

 役員退職慰労引当金 22 15

 睡眠預金払戻損失引当金 1,304 1,304

 ポイント引当金 63 77

 繰延税金負債 - 7,076

 再評価に係る繰延税金負債 16,075 16,064

 支払承諾 45,870 52,739

 負債の部合計 6,847,068 7,286,150

純資産の部   

 資本金 54,573 54,573

 資本剰余金 30,635 30,674

 利益剰余金 221,787 236,334

 自己株式 △1,754 △1,475

 株主資本合計 305,242 320,106

 その他有価証券評価差額金 26,122 49,443

 繰延ヘッジ損益 △1,447 △1,199

 土地再評価差額金 26,040 26,020

 為替換算調整勘定 △0 -

 退職給付に係る調整累計額 2,262 2,557

 その他の包括利益累計額合計 52,977 76,822

 新株予約権 287 348

 純資産の部合計 358,507 397,277

負債及び純資産の部合計 7,205,576 7,683,428
 

EDINET提出書類

株式会社広島銀行(E03585)

四半期報告書

11/22



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

経常収益 107,589 94,757

 資金運用収益 63,960 61,754

  （うち貸出金利息） 49,609 48,631

  （うち有価証券利息配当金） 13,859 12,659

 信託報酬 77 91

 役務取引等収益 19,116 19,199

 特定取引収益 239 331

 その他業務収益 15,953 9,025

 その他経常収益 ※１  8,241 ※１  4,353

経常費用 77,872 60,675

 資金調達費用 6,680 5,174

  （うち預金利息） 3,193 2,679

 役務取引等費用 6,764 6,760

 その他業務費用 16,305 5,254

 営業経費 42,140 42,144

 その他経常費用 ※２  5,981 ※２  1,342

経常利益 29,717 34,081

特別利益 0 20

 固定資産処分益 0 20

特別損失 63 61

 固定資産処分損 58 53

 減損損失 3 7

 その他の特別損失 1 -

税金等調整前四半期純利益 29,653 34,041

法人税、住民税及び事業税 6,604 9,773

法人税等調整額 3,783 1,925

法人税等合計 10,388 11,698

少数株主損益調整前四半期純利益 19,265 22,342

少数株主利益 717 -

四半期純利益 18,548 22,342
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 19,265 22,342

その他の包括利益 5,685 23,865

 その他有価証券評価差額金 5,320 23,332

 繰延ヘッジ損益 366 248

 土地再評価差額金 △0 -

 為替換算調整勘定 0 0

 退職給付に係る調整額 - 295

 持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △10

四半期包括利益 24,951 46,207

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 24,234 46,207

 少数株主に係る四半期包括利益 717 -
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(連結の範囲の重要な変更)

前連結会計年度に連結子会社でありましたHiroshima Finance (Cayman) Limited及びHiroshima Preferred Capital

Cayman Limitedは清算結了により連結の範囲から除外しております。

 

(会計方針の変更等)

(「退職給付に関する会計基準」等の適用)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下、「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間

について退職給付の見込支払日までの平均期間とする方法から退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引

率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が3,960百万円減少し、利益剰余金が2,534百万

円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ321百万

円増加しております。

　

(「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」の適用)

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成25年

12月25日）を第１四半期連結会計期間から適用しておりますが、本実務対応報告第20項に定める経過的な取扱いに

従って、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

 

(追加情報)

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

①取引の概要

当行は、平成23年６月１日に、当行の業績や株価への意識を高め企業価値向上を図ることを目的とし、従業員イン

センティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」を導入しました。

　当行が「広島銀行従業員持株会」（以下、「当行持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足す

る者を受益者とする信託を設定し、当該信託は５年間にわたり当行持株会が取得すると見込まれる数の当行株式を一

括して取得します。その後、当該信託は当行株式を毎月一定日に当行持株会に売却します。信託終了時に、株価の上

昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲

渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当行が借入先銀行に対し

て一括して弁済するため、従業員への追加負担はありません。

②信託が保有する自社の株式に関する事項

イ．信託における帳簿価額は654百万円(前連結会計年度末は864百万円)であります。

ロ．信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

ハ．信託が保有する自社の株式の期末株式数は1,843千株(前連結会計年度末は2,434千株)、期中平均株式数は

 2,136千株(前第３四半期連結累計期間は3,030千株)であります。
ニ．期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

破綻先債権額 1,700百万円 1,328百万円

延滞債権額 54,303百万円 57,179百万円

３ヵ月以上延滞債権額 2,534百万円 3,035百万円

貸出条件緩和債権額 32,350百万円 19,567百万円

合計額 90,888百万円 81,110百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　
※２　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

 35,072百万円 36,138百万円
 

　
　３　元本補塡契約のある信託の元本金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

金銭信託 ─百万円 460百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

株式等売却益 3,068百万円 2,622百万円

貸倒引当金戻入益 4,046百万円 320百万円
 

　
※２　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

株式等売却損 491百万円 167百万円

貸出債権売却等による損失 1,004百万円 141百万円

貸出金償却 3,580百万円 ─百万円
 

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

減価償却費 3,165百万円 3,018百万円
 

　

EDINET提出書類

株式会社広島銀行(E03585)

四半期報告書

15/22



 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１. 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,859（注１） 3.0 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年11月８日
取締役会

普通株式 2,171（注２） 3.5 平成25年９月30日 平成25年12月10日 利益剰余金
 

（注）１．　配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金10百万円を含めておりません。これは、ＥＳＯＰ信託

が所有する当行株式を自己株式として認識しているためです。

２．　配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金10百万円を含めておりません。これは、ＥＳＯＰ信託

が所有する当行株式を自己株式として認識しているためです。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるものは、該当ありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１. 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,794（注１） 4.5 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 2,486（注２） 4.0 平成26年９月30日 平成26年12月10日 利益剰余金
 

（注）１．　配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金10百万円を含めておりません。これは、ＥＳＯＰ信託

が所有する当行株式を自己株式として認識しているためです。

２．　配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金８百万円を含めておりません。これは、ＥＳＯＰ信託

が所有する当行株式を自己株式として認識しているためです。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるものは、該当ありません。
　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
　

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(有価証券関係)

※１. 企業集団の事業の運営において重要なものであることから記載しております。

※２. 四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、及び「買入金銭債権」中の

信託受益権を含めて記載しております。
　
１. 満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成26年３月31日)

該当ありません。
　

当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

該当ありません。
　
２. その他有価証券

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 62,560 90,131 27,571

債券 1,424,136 1,433,350 9,213

　国債 1,124,880 1,128,322 3,441

　地方債 139,607 142,880 3,273

　社債 159,648 162,146 2,498

その他 450,569 453,580 3,011

合計 1,937,266 1,977,062 39,796
 

 

当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 60,797 107,981 47,183

債券 1,371,279 1,385,624 14,344

　国債 1,077,922 1,085,636 7,714

　地方債 142,155 145,348 3,192

　社債 151,201 154,639 3,437

その他 449,947 464,384 14,437

合計 1,882,024 1,957,990 75,965
 

(注) １.　四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）は、当第３四半期連結決算日（連結決算日）にお

ける市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

２.　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価ま

で回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額

（連結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失

として処理（以下、「減損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理額は、34百万円（うち、株式1百万円、債券33百万円）であります。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、該当ありません。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、当第３四半期連結決算日（連結決算日）にお

いて時価が取得原価に対して50％以上下落している銘柄をすべて、また30％以上50％未満下落している銘柄

のうち債務者区分等を勘案し、必要と認められる銘柄を著しく下落したと判断しております。なお、著しく

下落した場合であっても、回復する見込みがあると認められる銘柄については、減損処理を行っておりませ

ん。
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(金銭の信託関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであることから記載しております。
　
１. 満期保有目的の金銭の信託

前連結会計年度(平成26年３月31日)

該当ありません。
　

当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

該当ありません。
　
２. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他の金銭の信託 156 156 ─
 

(注)　連結貸借対照表計上額は、当連結決算日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
　

当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他の金銭の信託 155 155 ─
 

(注)　四半期連結貸借対照表計上額は、当第３四半期連結決算日における市場価格等に基づく時価により計上したも

のであります。
　
(デリバティブ取引関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであることから記載しております。
　
(1) 金利関連取引

前連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ─ ─ ─

金利オプション ─ ─ ─

店頭

金利先渡契約 ─ ─ ─

金利スワップ 477,505 997 997

金利オプション ─ ─ ─

その他 162,819 △0 279

合計 ─ 997 1,277
 

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別監査委員会報告第24号）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いてお
ります。

　
当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ─ ─ ─

金利オプション ─ ─ ─

店頭

金利先渡契約 ─ ─ ─

金利スワップ 426,279 959 959

金利オプション ─ ─ ─

その他 148,360 △0 153

合計 ─ 959 1,112
 

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別監査委員会報告第24号）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いてお
ります。
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(2) 通貨関連取引

前連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ─ ─ ─

通貨オプション ─ ─ ─

店頭

通貨スワップ 1,235,699 393 3,645

為替予約 77,357 67 67

通貨オプション 255,282 ─ 1,062

その他 ─ ─ ─

合計 ─ 460 4,775
 

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債
務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建
金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

　
当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ─ ─ ─

通貨オプション ─ ─ ─

店頭

通貨スワップ 1,144,095 355 2,931

為替予約 70,502 △192 △192

通貨オプション 194,410 ─ 805

その他 ─ ─ ─

合計 ─ 162 3,544
 

(注)　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債
務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該
外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

　
(3) 株式関連取引

前連結会計年度(平成26年３月31日)

該当ありません。
　
当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

該当ありません。
　
(4) 債券関連取引

前連結会計年度(平成26年３月31日)

該当ありません。
　
当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

該当ありません。
　
(5) 商品関連取引

前連結会計年度(平成26年３月31日)

該当ありません。
　
当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

該当ありません。
　
(6) クレジット・デリバティブ取引

前連結会計年度(平成26年３月31日)

該当ありません。
　
当第３四半期連結会計期間(平成26年12月31日)

該当ありません。

EDINET提出書類

株式会社広島銀行(E03585)

四半期報告書

19/22



(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、次のとおりであります。

   
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
 至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
 至　平成26年12月31日)

（１） １株当たり四半期純利益金額 円 29.90 35.95

 （算定上の基礎）    

 四半期純利益 百万円 18,548 22,342

 普通株主に帰属しない金額 百万円 ─ ─

 普通株式に係る四半期純利益 百万円 18,548 22,342

 普通株式の期中平均株式数 千株 620,295 621,315

（２）
 

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

円 29.86 35.90

 （算定上の基礎）    

 四半期純利益調整額 百万円 ─ ─

 普通株式増加数 千株 860 983

 　うち新株予約権 千株 860 983

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

 ─ ─

 

（注）　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口・75468口）が所有する当行株式につい

ては、四半期連結財務諸表において自己株式として会計処理しているため、上記の「普通株式の期中平均株式

数」に当該株式は含まれておりません。
　
(重要な後発事象)

当行の持分法適用関連会社２社は平成27年１月28日付で自己株式の取得等を行い、当行の完全子会社となりまし

た。その概要は以下のとおりです。
 

1.企業結合の概要

(1)被取得企業の名称および事業の内容

ひろぎん保証株式会社 (住宅ローン等の信用保証業務)

　ひろぎんカードサービス株式会社 (クレジットカード業務、消費者ローン等の信用保証業務)

(2)企業結合日

平成27年１月28日 (みなし取得日 平成27年３月31日)

(3)取得した議決権比率

取得前　　ひろぎん保証株式会社　28.57％　　ひろぎんカードサービス株式会社　17.99％

　取得後　　ひろぎん保証株式会社　　100％　　ひろぎんカードサービス株式会社　 100％

(4)取得企業を決定するに至った主な根拠

当行が被取得企業の議決権の過半数を取得するため
 

2.取得原価の算定等に関する事項

(1)被取得企業の取得原価

現時点では確定しておりません。

(2)段階取得に係る差損益

現時点では確定しておりません。
 

3.取得原価の配分に関する事項

(1)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

(2)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（負ののれんの場合には、負ののれんの金額及び発生原因）

現時点では確定しておりません。

 

２ 【その他】

○ 配当に関する事項

平成26年11月７日開催の取締役会において、第104期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額 2,486百万円

１株当たりの中間配当金 4円00銭
 

（注) 中間配当金額には、ＥＳОＰ信託に対する配当金8百万円を含めておりません。これはＥＳОＰ信託が所有す

る当行株式を自己株式として認識しているためです。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月５日

株式会社広島銀行

取締役会  御中

 

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   尾　　﨑　　更　　三　　㊞

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   柿　　沼　　幸　　二　　㊞

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   河　　合　　聡 一 郎　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社広島銀

行の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社広島銀行及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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